
足寄町公表第１２号
　地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２第３項の規定に基づき、足寄町
における人事行政の運営等の状況を次のとおり公表する。

令和７年９月３０日 足寄町長　渡　辺　俊　一

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（1）職員の採用の状況　（令和６年度　令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

（2）職員の退職の状況　（令和６年度　令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

（3）職員数の増減の状況及び当該増減の主な原因　（令和６年度、７年度　各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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（４）職級別の職員数（一般行政職）

（注）１　足寄町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

２　職員の給与の状況
（１）人件費の状況（令和６年度）

（参考）

    ５年度の人件費率

％

（２）職員給与費の状況（令和６年度）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、6年4月1日現在の人数である。

（３）職員の平均給料月額、平均年齢、初任給の状況（令和7年4月1日現在）

※技能労務職は対象人数が少ないため、個人情報保護の観点から非公表とする。

（４）職員の学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額の状況

※技能労務職は対象人数が少ないため、個人情報保護の観点から非公表とする。

316,900 円

３５年以上

361,000 円

413,500 円

375,000 円

383,100 円

327,200 円

386,200 円

379,800 円

356,400 円

一般行政職

大学卒

短大卒

高校卒

合計 286,900 円 395,100 円382,100 円

-

332,300 円

３０年以上
３５年未満

228,900 円

215,200 円

199,400 円

208,500 円

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満

210,200 円

１５年以上
２０年未満

１年以上
２年未満

224,300 円

-

192,900 円

199,200 円

３年以上
５年未満

２年以上
３年未満

-

-

210,200 円

区分

220,000 円

-

-

区分

一般行政職

大学卒

短大卒

高校卒

合計 246,700 円

263,600 円

243,400 円

234,800 円

220,000 円

５年以上
７年未満

-

235,400 円

225,600 円

230,500 円

７年以上
１０年未満

職員数 構成比

　　　　　　　　％

9 7.6

令和7年4月1日現在

職員数
標準的な職務内容

　　　　　　　　人

20

6.3

区　　分

367,300 円

276,400 円 293,800 円

284,400 円

292,400 円

-

375,700 円

366,000 円

　　　　　　　　％

29 24.4

　　　　　　　　％

10 10

　　　　　　　　人

8.9

　　　　　　　　％

１０年以上
１５年未満

経験年数

経験年数

389,000 円 400,900 円

主任

   千円

構成比

　　　　　　　　人

24.4

高校卒

主事、技師、主事補

令和6年4月1日現在

　　　　　　　　人

22

28

　　　　　　　　％

17.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

16.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

8.4

千円

18.4

204,400 円

合計

短大卒

３　　級

　　　　　　　　人

29

6,532

　千円

期末・勤勉手当

　　　　　　　　％

1,741,778

26

17.8

220,000 円

　　　　Ｂ／Ａ職員手当

４　　級

　　　　　　　　％

区　分

６　　級

室長、室次長、次長、主幹

129,510

　　　　　　％

区　分

１　　級

５　　級

20

　　　　　　　　人

21

歳  出  額　

Ａ

実質収支

25.0

主事、技師

人件費率

　　　　　　　　％

18.8

23.2

課長、会計管理者、局長、参事

人  件  費

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

　　　　　    千円　　　　　      千円

 住民基本台帳人口

43.9 歳

18.0

48.0 歳

  千円

354,100 円

 一人当たり給与費給                   与                   費

平均給料月額 平均年齢

233,319

6年度

大学卒

623,501
6年度

職員数

初任給

一般行政職

計 　　Ｂ

41.0 歳

35.5 歳

給　 料

986,330

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

-

  千円

188,000 円288,500 円

324,700 円

151
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２　　級
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１年未満
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9,651,842

人　

147,9206,172

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

7

（6年1月1日）

　　　　　　　  千円
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（５）職員手当の状況

①期末手当・勤勉手当

千円　

（６年度支給割合） （６年度支給割合）

　期末手当　　　　　勤勉手当 　期末手当　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％

（注）（　）内は暫定再任用職員に係る支給割合である。

②退職手当（令和7年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～３０％加算） （２～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、６年度に退職した職員に支給された平均額である。

③地域手当

④特殊勤務手当

千円

　円

　％

⑤時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（６年度決算）」と同じ年度の

　　　４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない

　　　職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

- 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

（該当なし）

１人当たり平均支給額（６年度）

％

- 円

支給実績（６年度決算）

人
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

24.586875

1,297

19.6695

28.0395

39.7575

19.6695

39.7575

33.2707528.0395

19,960

47.709

75,540

（1.00）

-

従事職員

47.709

24.586875

％

47.709

33.27075

26,691

721,368

402

主な支給対象業務

2.50 2.10

国

国

（1.40）

深夜（22時～5時）看護業務

退職時特別昇給　勧奨（50歳・20年以上）　8～12号給

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）

従事職員

勤務1回　7,300円

１回につき　1,500～2500円

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

支給実績（５年度決算）

救急呼出に備えて勤務時間外に
待機救急呼出待機手当

主な支給対象職員

月額　5,000円

特別養護老人ホーム及び足寄町国保
病院に勤務する医師以外の職員

助産師、看護師又は准看護師

足　　　　　寄　　　　　町

１日につき　500円

左記職員に対する支給単価

患者の救護、感染物件の処理又は病
原菌の検索試験検査

医学研究研修

レントゲン取扱業務

給料月額の25％

レントゲン取扱技術者

支給実績（６年度決算）

変死人等取扱作業手当

手当の種類（手当数）

426

6

夜間看護手当

手当の名称

１日につき　3,000円

感染症防疫救冶作業手当

放射線作業手当

足　　寄　　町

2.50

47.709

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.10

47.709

81,717

（1.40）

15.2

変死人等の収容若しくは死体処理業務

（1.00）

足寄町国保病院に勤務する医師

支給実績（６年度決算）

医学研究研修手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（６年度）

1,644

支給職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

3



⑥その他の手当

円

円

円

円

円

円

円

円

（６）特別職の給与の状況　（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

月分

月分

退職日における給料月額×在職年数×３．２３４

235,000

教 育 長

（国の制度）
20,000円

千円

退職日における給料月額×在職年数×２．８３８

支給職員１人当たり

(国の制度)
〔借家〕
11,000円～
27,000円

3,359

支給実績

千円

33,207

平均支給年額

242,386

退
職
手
当

243,594

（6年度決算）

町 長

3,033

世帯主（扶養あり）
　　　147,000円
世帯主（扶養なし）
　　　81,000円
その他の職員
　　　57,500円

千円

（6年度決算）

扶養手当

国の制度

町 長

期
末
手
当

議 員

町 長

副 議 長

議 長

議 長

教 育 長

報
　
酬

副 議 長

188,000

給
　
料

議 員

560,000

300,000

教 育 長

同じ

院長　　　17％
課長等職　12％
室長等職　10％ 異なる

国の制度と

医師勤務1回につき
20,000円～60,000円

異なる内容

千円

同じ

86,128

（国の制度）
俸給の特別調整額
の区分に応じて支
給
6,000～18,000円
（6時間を超える
場合は5割増）
平日深夜について
は3,000～6,000円

131,515

31,576 千円

740,000

23,385

23,689

657,832

〔借家・借間〕　家賃月額
17,000円までは4,000円を控
除した額、17,000円を超え
る場合は超えた額の2分の
1(12,500円を限度。）を
13,000円に加算した額
〔持家〕　月額　16,000円
（町内に所在するものに限
る）

（国の制度）
課長職・課長補佐
職ともに定額

手　当　名

住居手当

通勤手当

異なる

同じ

との異同内容及び支給単価

千円

3,945

606,600

区 分

管理職手当

管理職員特別勤務手当

管理職手当の支給割合に応
じた額
・17％
（週休日等）10,000円
（週休日等以外の0～5時）
　　　　　　 5,000円
・12％
（週休日等）8,000円
（週休日等以外の0～5時）
　　　　　　4,000円
・10％
（週休日等）6,000円
（週休日等以外の0～5時）
　　　　　　3,000円

異なる

寒冷地手当

宿日直手当

勤務1時間あたり給与額の
100分の25

異なる

千円

610,000副 町 長

103,898

・配偶者 　6,500円
・子　　　10,000円
・父母等　 6,500円
・満16歳の年度始めから満
22歳の年度末までの子
１人につき5,000円加算

〔交通機関利用者〕
１ｶ月の運賃55,000円以下実
費支給
〔交通用具利用者〕
片道2ｋｍ以上　2,000円～
31,600円

任期毎

同じ

　　（算定方式）

夜間勤務手当

給料月額等

任期毎

副 町 長 　　（６年度支給割合） 4.6

　　（６年度支給割合） 4.6

任期毎

副 町 長

退職日における給料月額×在職年数×５．１２６

　（支給時期）

806 千円 32,240
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）職員の勤務時間（令和7年4月1日現在）

１　表中「１週間の勤務時間」は地方公務員法第２４条第６項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。

２　子どもセンター、特別養護老人ホーム、国保病院等、役場庁舎以外ではこれと異なる勤務形態がある。

（２）職員の年次有給休暇の取得状況（令和6年1月1日～令和6年12月31日）

（３）職員の時間外勤務の状況（令和６年度実績、全職員（夜勤・代休除く）)

４　職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）職員の分限の件数（令和６年度）

（２）職員の懲戒の件数（令和６年度）

合　計

職務上の義務に違反し、又は職務
を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行のあった場合

0

0

0

0

0 0

00 0

(注)職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職
　　員が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。

地方公務員法

第29条第1項第1号

第29条第1項第2号

第29条第1項第3号

0

0

減給

0

0

13.02日

0 0

戒告

0 0

停職 免職 合計

33.6%

法令に違反した場合

(注)職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度において同一の職
　　員が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。

条例で定める事由による場合

0 0

処分事由

0

第27条第2項

0

土曜日・日曜日

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

12時～12時45分

219人

1週間の勤務時間 勤務開始時刻 勤務終了時刻

38時間45分 8時35分

8,489日 2,852日

17時05分

休憩時間 週休日

（７）職員のその他の給与に関する情報（給料の削減等）

　　特になし

職員１人当たり年間平均 153.96

時間外勤務時間数（時間）

2,655

2,433

月別

４月

３月

９月

3,142

１０月 3,800

１２月

１１月

2,119

2,210

2,280

第28条第1項第3号職に必要な適格性を欠く場合

５月

６月 2,482

2,051

処分事由

７月

８月

１月

合計

2,253

29,560

2,067

合計免職 休職 降給

２月

2,068

職制、定数の改廃、予算の減少によ
り廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

降任

第28条第1項第1号及び同条第2項第1号

第28条第1項第1号

心身の故障の場合

地方公務員法

勤務実績が良くない場合

第28条第1項第4号

第28条第2項第2号

合　計

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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５　職員の服務の状況
（１）営利企業等の従事の許可の件数（令和６年度）

(注)地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。

６　職員の服務の状況
（１）職員研修の実施状況（令和６年度）

第13回「自らのリーダー像をイ
メージする」

主任 １回 ３３人

第11回「チームビルディング②」 管理職・主幹 １回 １１人

第12回「仕事の基本」 主査・主任 １回 ６２人

第9回「伝え方の基本」 主事・主事補 １回 １７人

第10回「部下の育成②」 担当主査 １回 ２７人

第7回「仕事への向き合い方」 主査・主任 １回 ６２人

第8回「文章の書き方の基本」 全職員 １回 １２４人

第5回「危機管理能力向上」 全職員 １回 ２０８人

第6回「チームビルディング①」 管理職・主幹 １回 ４２人

２２人

第3回「接客時の会話の基本」 全職員 １回 １７７人

第4回「部下の育成①」 担当主査 １回 ３９人

SDGs（持続可能な開発目標）研修 SDGs研修 全職員 １回 １０８人

足寄町職員研修（町独自研修）

第14回「コミュニケーションにお
ける一つのアプローチ」

40歳代以上の職員 １回 ６５人

労働安全衛生委員会主催研修 ハラスメント防止研修

新規採用職員研修（町独自研修）

講話、町内施設・企業視察、実務
研修（文書管理、ファイリング、
人事評価、地方公務員法、情報セ
キュリティ管理）

第1回「生き甲斐と働き甲斐」

十勝管内市町村新規採用職員基礎
研修

全職員 １回 ８８人

採用１年目の職員 ３回 １２人

十勝管内市町村中級職員研修

接遇研修、管理職員研修、監督職
員研修、文章作成能力向上研修、
業務改善基礎研修、基礎プレゼン
テーション研修、創造性開発研
修、コミュニケーション力向上研
修

全職員

２人

５年目職員中堅リーダー研修 採用５年目の職員 １回 ３人

２年目職員ステップアップ研修 採用２年目の職員 １回 ８人

１２人

８回 ２３人十勝定住自立圏広域研修

全職員

許可件数

11

新規採用職員研修 採用１年目の職員 １回

２回

十勝管内市町村初級職員研修

区　　　　　分

営利企業の従事の許可申請

受講者

税務事務（応用）《市町村民税課
税》研修、プレゼンテーション研
修

北海道市町村職員研修センター　

研修の内容 対　象　者 実施回数研修の名称（派遣先等）

申請件数

11

全職員 １回 ２０３人

１回 ３６人
第15回「コミュニケーションにお
ける一つのアプローチ」

30歳代以下の職員

第2回「コミュニケーション力向
上」

主事・主事補 １回
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(2)　職員の勤務成績の評定の状況（令和６年度）

　　該当無し

７　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）職員の厚生制度の状況（令和６年度）

(注)　地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況。

（２）職員の公務災害補償の状況（令和６年度）

①公務災害

（注）地方公務員災害補償法に基づく職員の公務災害補償の状況である（次の②において同じ）。

②通勤災害

８　勤務条件に関する措置の要求の状況 （令和６年度）

該当なし

９　不利益処分に関する不服申立ての状況 （令和６年度）

該当なし

1 1 - -

認定請求中件数

-

受理件数
認　定　件　数

認　定　件　数

認定請求中件数
公務災害該当 公務災害非該当

受理件数

5

公務災害該当

5

公務災害非該当

-

　レクリエーション活動助成等

内　　　容

職員健康診断

未実施

未実施

名称：足寄町職員互助会

実　施　状　況

総合健診の実施、定期健康診断の実施、
特殊健康診断の実施

職員の元気回復に関すること

その他職員の厚生に関すること

職員互助会に関すること

区　　　分

職員の保健に関すること
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